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▼九州観光の玄関口、福岡県

最近の九州地区への延べ宿泊観光客数をみ

ると、この数年は３，０００万人を超えて推移し

ている。２００８年（平成２０年）に発足した観光

庁の調べによると、外国人を除く延べ宿泊者

数は２００７年が３，０７１万６，９２０人で、２００８年は

３，０５５万２，１００人、そして２００９年は３，００２万８６０

人だった。２００９年に落ち込んでいるのは、２００８

年９月のリーマン・ショックによる世界同時

不況の影響によるもので、このショックがな

ければ恐らく前年同様の水準以上になってい

たかもしれない。（図１）

各県別でみると、観光地としての魅力があ

るか否かは別にして、この３年間でもっと延

べ宿泊観光客数が多かった年の２００７年では福

岡県が約７９０万人、次いで熊本県の約４９０万人、

鹿児島県の約４７０万人となっている。中でも、

福岡県は増加基調にあり、九州全土で観光客

が落ち込んだ２００９年でも約８４８万人と着実に

増えている（表１）。

一方、外国人の訪日観光客数をみると、２００７

年が９２万７，０３７人、２００８年は８６万９，８３５人、２００９

年５９万８，１６０人と減り続けていたが、２０１０年

には回復して９９万９，２９２人と１００万人に一歩手

前となった（図２）。九州を観光する訪日観光

客は過去、１９８５年（昭和６０年）のプラザ合意

後による円高と１９８８年のアジア通貨危機、

２００８年のリーマン・ショックによる世界同時

不況など観光旅行にとってマイナスとなる出

来事があった時には落ち込んだものの、基調

としてはほぼ右肩上がりで推移してきた。そ

の訪日観光客の国籍をみると、最近では近隣

のアジア諸国が中心で、特に経済発展が著し

シシリリーーズズ「「わわがが町町のの観観光光資資源源」」――番番外外編編��上上 ――

九州観光の現地レポート

シリーズ「わが町の観光資源」ではこれまで、埼玉県内の各自治体が取り組む観光振

興について紹介してきたが、今回は番外編として福岡県と熊本県を中心にした九州観光

の現地レポートをお届けする。３月１１日の東日本大震災が暗い影を落としてしまった国

内観光だが、いま九州各地では観光客の呼び戻しに躍起となっている。３月１２日の九州

新幹線開通を機にこれまで以上の観光宣伝を展開した結果、西日本地区だけでなく関東

周辺からの国内観光客の客足が戻りつつあり、大震災で落ち込んでしまった海外からの

訪日観光客も中国人観光客を中心に復調の兆しを見せ始めた。レポート上編では、大震

災前に行った九州観光推進機構への訪問結果を踏まえて九州観光における観光客の推移

や誘致の取り組みなどについてまとめた。

図１．九州全体の延べ宿泊者数の推移
（単位：千人）

出所：国土交通省宿泊旅行統計
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い増加をみせているのが中国本土からの観光

客だ。九州全土のインバウンド（入域客）需

要をけん引し、訪日観光客１００万人時代の礎

を築いた。

▼空と海から入国する訪日客

訪日観光客を含めて九州を観光する人々は、

福岡県を発着地にしているケースが多いのが

特徴だ。九州在住の観光客は別にして、九州

以外の観光客は飛行機や新幹線、バスあるい

は自家用車で福岡県入りし、同地から各方面

に観光するのが代表的なパターンとなってい

る。福岡県の延べ宿泊観光客数が他県に比べ

て多いのがその証拠で、とりわけ同県を玄関

口にする観光客で海外からの訪日客では顕著

にみられる。その理由は、国際線が就航して

いる福岡空港や北九州空港と、博多や門司の

海港があるためで、他県では長崎や大分、熊

本、宮崎、鹿児島各県の空港にも国際線が就

航しているものの、発着便数が少ないことか

ら玄関口としての機能は劣っている。

その訪日観光客の九州入国ルートで目立つ

のが空路ではなく海路で、船舶で上陸する観

光客が多いのが特徴だ。法務省の出入国管理

統計によると、２００３年（平成１５年）に国内の

海港から入国した全体の外国人数は２９万

８，０５２人で、このうち博多港や門司港、長崎

港など九州全土の海港を合わせた入国者数は

１４万７，４１１人で全国の約４９．５％を占めていた。

その後の割合をみても２００４年で５７．０％、２００５

年６１．６％と６割を超し、２０１０年まで６割前後

をキープしている。

海港からの高い入国者割合を支えているの

が福岡県で、２００９年の統計では博多港だけで

全国の海港入国者の３３．５％の外国人が利用し

ていた。福岡県は空の玄関口だけでなく、海

の玄関口でもあるわけで、同県の存在が各県

にとって九州観光の大事な役割を果たしてい

るのは確かだ。と同時に、九州インバウンド

を考える時、空路だけでなく海路のネットワ

ークが重要となり、いかに強化し拡充してい

くかが課題となる。

図２．九州全体の外国人入国者数の推移

表１．県別の延べ宿泊者数の推移 （人）

０７年 ０８年 ０９年

福 岡 県 ７，９０２，１５０ ７，９９８，６５０ ８，４８４，６９０

佐 賀 県 ２，１８６，８６０ １，９８６，９１０ １，９１１，０２０

長 崎 県 ４，０３５，４８０ ３，９８４，５７０ ３，９６４，８７０

熊 本 県 ４，９４０，４８０ ４，８５０，９８０ ４，７８５，２００

大 分 県 ４，４２３，０９０ ４，２８２，１５０ ３，９４３，１６０

宮 崎 県 ２，５３５，２４０ ２，５８５，３００ ２，３８８，３５０

鹿児島県 ４，６９３，６２０ ４，８６３，５４０ ４，５４３，５７０

九 州 全 体 ３０，７１６，９２０３０，５５２，１００３０，０２０，８６０

出所：国土交通省宿泊旅行統計調査

出所：法務省出入国管理統計
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▼官民一体で取り組む観光推進

７県で構成する九州は、どの県も観光資源

が豊富に存在する。２００８年のリーマン・ショ

ック以前まで、国内観光客はもとより海外か

らの渡航客も増加基調にあり、多くの訪日客

を含めて福岡県を玄関口に九州全土を旅行し

ている。その観光客を受け入れる推進母体と

なっているのが福岡市内に本部を置く『九州

観光推進機構』で、６年前に九州地方知事会

と九州経済連合会などの官民が一体となって

立ち上げた。九州の７県が一体となり、『観

光王国・九州』の実現に向けて、戦略的に観

光客を招き入れようと現在、『第３次九州観

光戦略』を策定して取り組んでいる。

同推進機構には現在、九州各県の観光連盟

や企業・団体など１６２の組織が加盟、２０１０年

度は５億４，０００万円の予算で観光誘致活動を

行ってきた。このような組織は、九州以外で

も北海道観光振興機構や東北観光推進機構、

関西広域機構、中部広域観光推進機構など各

地にあるが、九州観光推進機構の設立に触発

されて組織化されたという。他の組織に比べ、

同推進機構は加盟団体数も予算規模も大きく、

先駆けらしく実績も残している。設立から６

年間で県境を越えた１５０以上の広域観光ルー

トを新たに開発してきたほか、国内大都市圏

での観光 PRを継続的に実施する一方、旅行

会社や教育関係者向けには九州観光の素材説

明会なども行ってきた。

現在スタートしている『第３次九州観光戦

略』は、２０１３年度（平成２５年度）までを計画

実施期間にしている。期間中の目標は『快適

で魅力的な行きたくなる九州』の実現で、第

２次観光戦略の成果を踏まえて策定している。

その２次戦略の中間評価によると、国内向け

の活動ではホームページのアクセス件数が

２００８年度に１０３万件だったのが２００９年度には

１４２万件、２０１０年度は推計で約２３０万件となる

見込みだとし、絶対数は未だ少ないものの

年々増加していることから、九州観光の魅力

が大都市圏に広がりつつあると総括。その上

で、九州新幹線全線開業前から『なないろ九

中国人観光客を呼び込もうと、昨年の上海万博に合わせて
現地で行った九州観光説明会＝中国・上海

旅行会社の担当者を対象に開く説明会は、毎年各地で行わ
れている＝広島会場
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州バス』の商品支援を開始、その成果を上げ

るためには関西や広島などの中国地域でのプ

ロモーション活動の強化が必要だとしている。

一方、海外向けでの評価でも外国人向けホ

ームページのアクセス件数について評価、

２００８年度に５万件だったのが２００９年度に１０万

件に倍増。２０１０年度は推計で１３万件に増加す

る見込みであることから、韓国を中心に九州

観光の魅力が東アジア諸国に広がりつつある

としている。ただ、『JNTO訪日外客訪問地

調査２００９』の地方別訪問率では、九州は依然

として関東や関西、中部に次ぐ順位であるこ

とから、九州観光の一層の PRが必要だとも

指摘。組織の運営基盤の強化とともに国内、

海外向け観光誘致に継続性のあるアピールを

求めている。

▼“九州はひとつ”を理念に推進

第２次九州観光戦略の成果と課題を受けて、

２０１１年度からの３カ年計画で第３次の戦略が

スタートしているが、それによると九州観光

を取り巻く環境への対応など４つの基本的な

考え方を示している。環境への対応では、増

加する中国人観光客や九州新幹線全線開通後

の取り組み、そして総合特区提案事業の推進

を提示。中でも総合特区提案事業は、政府の

新成長戦略に基づいて創設される『総合特区

制度』を見越して、昨年９月に同推進機構が

独自に“九州アジア観光戦略特区”として提

案したもの。今後、制度設計が行われるため、

第３次の戦略期間中には本申請となることか

ら、その動向を見定めながら積極的に取り組

むことにしている。さらに基本的な考え方に

は“九州はひとつ”の理念のもとに、九州が

一体となって観光の推進と連携を一層強化し、

推進機構の役割を明確化、観光立国推進基本

計画など国の施策との整合性を図っていくこ

とにしている。

具体的な目標設定では、国内と海外に分け

て観光客誘致の数値を示した。国内での目標

数値は、九州全体の延べ宿泊者数を２０１３年の

１年間で３，３７０万人に設定、年率３％の増加

率を目指している。この目標値は、宿泊旅行

統計を基にして導き出した数値で、２００７年の

約３，０７１万７，０００人泊をベースに毎年の上積み

シシリリーーズズ「「わわがが町町のの観観光光資資源源」」――番番外外編編��上上 ――

図３．外国人の延べ宿泊者数の推移

昨年６月には、埼玉県議会の産業労働委員会が九州観光推
進機構を視察した

出所：国土交通省宿泊旅行統計
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を目指している。九州への観光客は確かに、

２００７年から２００９年にかけて減り続けているが、

その３年間に減少したのは、わずか７０万人足

らずだ。昨年は、世界だけでなく国内経済も

持直し、観光需要も盛り返したことで、年率

３％増の観光客誘致は決してハードル高いも

のではないだろう。

海外からのインバウンド客についての目標

設定では、２０１３年の目標値を１５０万人に、延

べ宿泊者数を２２０万人泊とした。これまで大

半を占めていた韓国からの入国者数が大幅に

減少しているが、その穴を埋めるように中国

からの入国者数が増加。ビザの緩和などで今

後も増加が期待されることから、外国人観光

客数を１５０万人に設定したもので、２００９年の

実績値約５９万８，０００人からすると大幅な増加

を図らねばならない。

ただ、２００９年はリーマン・ショックという

外的要因で落ち込んだ突発的なケースであり、

２０１０年は大台には乗らなかったものの、１００

万人に一歩手前の約９９万９，０００人という実績

があることで、実現不可能な数値ではないと

同推進機構ではみている。ちなみに、１５０万

人の設定人数は国が２０１３年の外国人観光客数

の目標である１，５００万人の１０％で、同推進機

構としては日本を訪れる観光客の１割は九州

地区に呼び込みたいとの願いが込められてい

るようだ。

延べ宿泊者数の２２０万人泊の目標値は、九

州新幹線開業後に外国人にとって人気の高い

関西、広島などからの入込客を期待した数値

で、２００７年の約２００万９，０００人泊の水準を早期

に回復させ、その１０％増の達成を目指してい

る（図３）。とは言っても、２００９年は前述の

通り九州インバウンド客の激減に伴って、宿

泊客数も２００７年に比べ約半分の１０９万２，０００人

と大きく落ち込んだ。今後３年間で倍増させ

なければ、目標とする２２０万人泊は届かず苦

しい状況だが、期待しているのは一度に大勢

の観光客を呼び込めるクルーズ客船の存在だ

という。同推進機構では、クルーズ客船の九

州地区内寄港を積極的に誘致し、九州を訪れ

る海外からの観光客を増やし、滞在時間を延

ばす宿泊まで結び付けたいと考えている。

空の玄関口、福岡国際空港ターミナル

上空から見た門司港
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▼各県と連携して誘致活動

九州７県の官民で構成する九州観光推進機

構の活動は、観光振興の推進母体でありなが

らも突出した単独行動はしない。あくまでも

７県と協調して、分け隔てなく公平に各県の

要望を聞きながら、九州に多くの観光客を誘

致していくことが求められている。同機構の

事務局によると「連携はスムーズに行ってい

る」と話し、新しい観光資源の開発や観光 PR

など様々な面で同機構と各県が共同して行っ

てきた。その中には同機構の存在があったか

らこそ、実現した観光振興策も多い。例えば

旅行者が手にする観光地図は、都道府県単位

で印刷・発行しているのが通常だが、九州で

もこれまでは各県の地図しかなかった。同機

構が設立された結果、初めて九州７県を網羅

した全体の『九州旅図』を製作、「画期的な

ことだった」と事務局を振り返る。また、九

州を旅すると実感することだが、定期路線バ

スだけでなく割安な高速バスが各県をまたい

で運行している。これも、同機構が主体とな

って各県の自治体やバス会社が共同して実現

した手法で、個人旅行客の利便性を図った。

同機構を推進母体とすることで、これまで

実現されなかった観光振興策は多岐にわたる

ものの、各県の要望をすべて叶えることは難

しいのは事実。「多少の濃淡が出るのは仕方

がなく、観光 PRなどでは魅力的な観光資源

が豊富にあるので、年間を通した時に平等に

なるように観光情報を発信していきたい」と

事務局は考えている。このように、九州各県

の観光担当部署との役割分担には問題ないよ

うで、「概ね棲み分けができている」と事務

局。課題を挙げるとすれば、国内向けと海外

向けの情報発信で、「国内向けでは共同して

実施した方が良いものは連携して行っている

が、まだまだ各県独自でアプローチしなけれ

ばならないなど、機構としてできるものとで

きないものの開きがある」と言う。海外向け

での課題では、「九州が外国人に知られてい

ないこと」だと話し、訪日観光客の多い韓国

内でも九州を知っているのは国民の約４割程

度だと打ち明ける。いかにして九州観光の存

在をアピールしていくかが海外向けの課題だ

が、「国内でライバルとなる沖縄県と北海道

の知事は一人だが、こちらは７人もいる。各

県のトップが共同で観光宣伝を行えば、存在

感や訴求力は強い」と、その優位性を前面に

押し出して課題を克服していく方針だ。

（次号に続く）

シシリリーーズズ「「わわがが町町のの観観光光資資源源」」――番番外外編編��上上 ――

観光クルーズ船が入港する博多港


